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都市計画の策定経緯の概要

事  項 時  期 備  考

事 前 協 議 令和 5年 8月 24日 

事 前 協 議 回 答 令和 5年 9月 12日 

広 報 登 載 日 令和 5年 9月 15日 

案 縦 覧 の 公 告 令和 5年 9月 22日 

案 の 縦 覧
令和 5年 9月 22日～ 

令和 5年 10月 6日 

意見書提出（ 有・無 ）
縦覧者数  ２名 

市 都 市 計 画 審 議 会 令和 5年 10月 20日 

協 議 令和 5年 11月上旬 （以下予定）

協 議 回 答 令和 5年 12月上旬 

市 告 示 令和 5年 12月下旬

図 書 の 送 付 令和 6年 3月下旬 
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特定生産緑地制度について 

１ 特定生産緑地とは

 特定生産緑地とは、保全を確実に行うことが良好な都市環境の形成を図る上で特に有

効であると認められる生産緑地について、買取申出ができるまでの期間を１０年延期す

ることで行為制限を延長するとともに、これまでと同様の税制措置を維持し、都市農地

の継続的な保全を担保する制度です。

 なお、生産緑地は、その農地が生産緑地に指定されてから３０年が経過するか、主た

る農業従事者が死亡もしくは農業従事を不可能にさせる故障に至った場合に、市に対し

て買取申出をすることができ、この申出日から３か月以内に所有権の移転がなければ行

為制限が解除され、開発などの土地利用が可能になります。

２ 特定生産緑地に指定した場合

(1) 固定資産税及び都市計画税が引き続き農地評価

(2) 相続税の納税猶予を相続時に選択可能

(3) 買取申出できるまでの期間を１０年間延長

３ 特定生産緑地に指定しない場合（特定生産緑地に指定しない生産緑地）

(1) 固定資産税及び都市計画税が５年間で段階的に宅地並み評価

(2) 次世代の相続で納税猶予を受けることができない

(3) 買取申出がいつでも可能

４ 本市の特定生産緑地の指定状況 

本市の生産緑地の殆どは、平成４年（１９９２年）１２月４日に当初指定されたもの

であり、令和４年（２０２２年）１２月４日に３０年が経過することから、令和２年度

（２０２０年度）から生産緑地の所有者等の意向を確認し、令和４年度（２０２２年度）

の都市計画審議会での意見聴取を経て、下記のとおり特定生産緑地を指定しました。

(1) 令和４年（２０２２年）１２月４日に３０年が経過する生産緑地面積

２２０，７３４㎡（割合１００％）

① 特定生産緑地指定面積

１５３，１２４㎡（割合６９．４%）【内、除外面積４１６㎡】

② 特定生産緑地に指定しない生産緑地面積

６７，６１０㎡（割合３０．６%）【内、除外面積４１，８３０㎡】

(2) ３０年が経過しない生産緑地面積

４，１７９㎡【内、除外面積３，４０６㎡】
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⑥ 都市計画決定の経緯

事  項 年 月 日 備  考

説明会 令和  年  月  日

公聴会 令和  年  月  日

事前協議 令和 5 年 8 月 3 日 

事前協議回答 令和 5 年 8 月   日 以下予定

案の縦覧
 令和 5 年 9 月  日から

令和 5 年 9 月  日まで

意見提出

（有・無）

市都市計画審議会 令和 5 年 10 月  日 

知事への協議 令和 5 年 12 月  日  

知事回答 令和 6 年 1 月  日 

決定告示 令和 6 年 2 月  日 

令和 ５年 ９月１４日

令和 ５年 ９月２２日

令和 ５年 １０月６日

以下予定

令和 ５年１０月２０日

令和 ５年１２月 下旬

令和 ６年　１月 中旬

令和 ６年　２月 中旬
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